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ていない。

既設の照明器具は 27 年前に特注で製作された。 同器具

の形状に取付できるソケットの調達を試みたが、 現在は各メー

カーとも製造を中止している。 ソケットの特注を検討したところ、

鋳型を成型する必要があるため、 ソケットの数量に関わらず、

数百万円の費用 （今回のヒアリングでは 600 万円） が必要で

あることが分かった。従って、本事業で採用したリニューアルキッ

トのメーカー （ユメックス株式会社、 本社 : 埼玉県熊谷市） と

共同で、 安価に対応する方法を検討した。

日本工営が現地から既設照明器具の実機を持ち帰り、ソケッ

トと器具の接合部の不具合状況を検証し、 ユメックスに対し金

具又は両面テープ等による補強について提案を求めた。

ユメックスの提案から、 金具による補強が効果的であると判

断し、 補強金具の試作品提示を 3 回受け、 最終的に同社の

汎用ソケットに金属製の補強金具を組合せる事で、 安定した

取付けが可能となった。 同補強金具は、 ばねの伸縮性をもつ

SUS 素材を加工したものである。 簡単な加工により 1 個 200
円で製作できた。 必要な金具の数量は約 250 個であり、 僅か

5 万円の費用により、 約 600 百万円のコスト縮減を実現した。

（2） 高効率空調機

寺山ダム管理所には、 空調機が 3 台設置されている。 照明

設備と同様に、 空調機は設置してから約 20 年で更新が必要

となるが、 同空調機は設置から 27 年が経過していた。

近年の実績では、 空調機 3 台のうち、 2 台は稼働時間が年

数時間程度と非常に短く、 殆ど稼働していない。 唯一、 管理

所操作室の空調機は、 操作室内機器の適正温度を確保する

ために、 夏季に一定時間稼働する。 近年故障が頻発していた

ため、 老朽化が著しいと判断した。 よって、 同空調機 1 台を

高効率タイプに更新した。

空調機の高効率化により、 年 8 万円の電気料金削減を見込

み、 また、 設備更新を同時に実現した。

6． 今後の展望

寺山ダムを皮切りに、 同様のダム ESCO 事業が栃木県およ

び福島県で公募された。 栃木県の塩原ダム及び福島県の四

時ダムにおいて、 日本工営が事業者として決定された。 ダム

ESCO 事業は、 今後も他県で公募される見通しである。

ダム ESCO 事業の今後の展望を以下に記述する。

（1） 事業スキーム

ダム ESCO 事業は、 水力発電による売電収入により、 ダム

管理設備の電気代削減を目的の一つとしている。 よって、 水

力発電設備はダムの維持管理費を削減するための管理用発

電設備として位置付けられている。

本事業は、 事業主体が栃木県であり、 栃木県が売電事業を

事業者に委託するスキームである。 よって、 水力発電に必要

放流バルブに切換える運用としている。 ただし、 夜間等切換

え操作ができない場合があるので、 上水道用水の供給を優先

的に確保するために、 0.1m3/s の放流が可能なバイパス放流

管 （自動制御） を別途計画し導入した。

（5） 監視システム

寺山ダム管理所に、 固定 IP を用いたインターネット回線を

整備し、 発電所の状態をリアルタイムで監視できる監視システ

ムを導入した。 インターネットを利用できる端末 （パソコン、 ス

マートフォン） があれば、 パスワードの入力により同システムを

閲覧できる。 また、 発電所の故障 ・ 事故発生時には、 登録し

ているメールアドレスに自動通報する機能も有する。

この監視システムを利用し、 NK ダム ESCO 栃木、 日本工

営の各拠点 （福島事業所、 半蔵門オフィス等）、 栃木県のダ

ム統合管理事務所等において、 本事業の関係者が 24 時間体

制で発電所を監視している。

5． 省エネルギー設備

省エネルギー設備として、 LED 照明設備および高効率空

調機を本事業で導入した。 水力発電設備の売電収入に比べる

と、 削減による経済効果は低いが、 導入の背景に老朽化設備

に対する更新の目的がある。

（1） LED 照明設備

ダム管理所及び監査廊等に設置されている FLR 蛍光灯約

130 台を LED ランプに交換した。 器具本体を交換する LED
照明器具は高価であるため、 既設照明器具の外箱を流用し、

電源部とランプのみを更新するリニューアルキットを採用した。

1） 照明器具の老朽化対策

一般的に、 蛍光灯は設置してから約 20 年で老朽化するた

め器具を更新する。 照明器具は主に電源部が老朽化する。

寺山ダムの蛍光灯は設置してから 27 年が経過しており、 同様

に電源部等が老朽化していた。 ただし、 その他の部分は良好

な状態であり、器具全体の更新は必要ないと判断した。リニュー

アルキットによる LED 化により、 電源部が新品に更新された

ので、 本事業では照明器具を更新した場合と同等の効果が得

られた。 LED 化により、 年間 7 万円程度の電気料金の削減

を見込む。

2） 監査廊内照明におけるコスト縮減

照明器具の使用において、 監査廊内は湿度が高く、 防湿

又は防水仕様の照明器具が要求される。 監査廊内の既設照

明器具の調査において、 ランプと照明器具の接続する部分で

あるソケットの腐食が確認された。 絶縁劣化、 漏電等の不具合

が予測されたので、 監査廊内の LED 化については、 電源部

に加え、 ソケットも更新した。

本事業で採用したリニューアルキットは、 LED ランプ及び電

源部の取替えのみを対象としており、 ソケットの交換は含まれ
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な水利権の手続は栃木県が実施した。 また、 本事業では事業

者に対する流水占有料が免除されるなど、 事業者が参入しや

すい事業スキームとなっている。

事業者の立場としてダム ESCO 事業スキームの最大のメリッ

トは、 事業への参入が容易である点である。

例えば、 県が事業主体となり、 水利権取得の手続を実施す

るため、 事業者は技術支援が主となり負担が軽減される。 これ

は、 水利権を持たない事業者にとっては大きな利点である。 ま

た、 県が事業主体となり、 ダムを管理するための管理用発電

設備を県が導入する位置付けであるため、行政財産の利用（設

備スペース、 既存利水放設備と水力発電設備との接続等） に

おいて事業者が事業を実施しやすい環境にある。 すなわち、

事業者に対する県の支援がダム ESCO 事業スキームの最大

のメリットといえる。

一方、 県のメリットは、 民間活力を活用し、 ダム管理に係る

エネルギーのマネジメントを行うことにより、 賦存の水力エネル

ギーの有効活用とダム管理における環境負荷の低減、 更に管

理費 （光熱費） の削減を図ることにある。 すなわち、 事業者

の技術ノウハウ及び資金を活用できる点にある。

ダム ESCO 事業は、 県と事業者が共同でそれぞれが得意

とする分野において互いにメリットを享受し、 行政支援、 技術、

資金力が三位一体となって推進するものである。 また、 水力

発電を含む再生可能エネルギーの導入にあたっても、 極めて

効果的なスキームであると言える。従って、ダム ESCO 事業は、

今後も全国の行政機関で採用されるスキームになると期待され

る。

（2） 日本工営の強みと展望

日本工営は、 計画 ・ 設計部門、 水車製造部門、 工事部門

を社内に有し、また、ESCO 契約に関する知見と実績を有する。

すなわち、 ダム ESCO 事業を単独で実施できる技術力を保有

しており、事業提案、事業実施、維持管理の各段階において、

短期間で意思決定、 合意形成が可能である。

日本工営の強みが活かせるダム ESCO 事業を今後も推進

し、 電気事業者としての地位を確立するために、 今後は年 1
～ 2 カ所の地点を継続的に開発し拡大する計画である。 全国

のダムを有する行政機関に対して、 ダム ESCO 事業の推進を

提案し、 売電事業の基盤整備を目指す。

7． 発電開始式

平成 25 年 9 月 11 日に寺山ダム発電所（写真－ 2）が完成し、

発電開始式を開催した。 式典は、 栃木県知事、 矢板市長、 栃

木県議長はじめ多数の来賓の列席のもと、 当社および県関係

者を含め総勢約 100 名が参加し盛大に開催された（写真－ 3）。

写真－ 2　寺山ダム発電所のフランシス水車（最大出力 190kW）

写真－ 3　発電開始式 （2013 年 9 月 11 日）
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